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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第34期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第35期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第34期

会計期間

自　平成21年
　　５月１日
至　平成21年
　　７月31日

自　平成22年
　　５月１日
至　平成22年
　　７月31日

自　平成21年
　　５月１日
至　平成22年
　　４月30日

売上高 (百万円) 49,337 48,211 221,650

経常利益
又は経常損失(△)

(百万円) △1,186 759 7,008

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(百万円) △799 660 3,859

純資産額 (百万円) 32,584 36,317 36,718

総資産額 (百万円) 82,329 87,684 91,410

１株当たり純資産額 (円) 2,418.482,695.642,725.38

１株当たり
四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) △59.38 49.01 286.49

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.6 41.4 40.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △15,631 △220 △3,573

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 257 △320 1,524

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △814 △815 △1,557

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 12,871 24,097 25,453

従業員数 (名) 6,617 5,972 6,304

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第34期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四

半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４　第35期第１四半期連結累計（会計）期間及び第34期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び子会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年７月31日現在

従業員数(名) 5,972

(注)　従業員数は就業人員（パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含む。）であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年７月31日現在

従業員数(名) 5,142

(注)　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、パートタイマー及び

嘱託契約の従業員を含む。）であります。

　

　

EDINET提出書類

東建コーポレーション株式会社(E00281)

四半期報告書

 3/26



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績
　

報告セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

(百万円)

前年同四半期比
(％)

建設事業 23,006 ―

　

(2) 売上実績
　

報告セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

(百万円)

前年同四半期比
(％)

建設事業 24,298 ―

不動産賃貸事業 23,213 ―

リゾート事業 462 ―

合計 47,974 ―

(注) １　当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２　当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について 

当社グループの売上高は、通常の営業の形態として、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合が

大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく多

くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりとなります。

①　受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

　

期別 工事別
期首繰越工事高
(百万円)

期中受注工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成工事高
(百万円)

期末繰越工事高
(百万円)

前第１四半期累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

建築 166,147 29,301 195,449
25,435
(25,381)

170,067

当第１四半期累計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

建築 145,885 21,727 167,612
22,904
(22,830)

144,782

前事業年度
(自　平成21年５月１日
至　平成22年４月30日)

建築 166,147 103,068 269,216
123,529
(123,330)

145,885

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更のあるものについては、期中受注工事高にその

増減を含めております。したがって、期中完成工事高には請負金額の変更に係る増減額が含まれております。

２　期中完成工事高の(　)内の数値は、受取設計料を除いた場合の金額を示しております。

３　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

４　上記金額は、すべて建築請負契約高であり、消費税等は含まれておりません。

　

②　完成工事高及び手持工事高

建物種別の完成工事高及び手持工事高は、次のとおりであります。

　

項目

完成工事高 手持工事高

前第１四半期会計期間 当第１四半期会計期間 前第１四半期 当第１四半期
(自  平成21年５月１日(自  平成22年５月１日 会計期間末 会計期間末
至　平成21年７月31日)至　平成22年７月31日)(平成21年７月31日) (平成22年７月31日)

金額(百万円)比率(％)金額(百万円)比率(％)金額(百万円)比率(％)金額(百万円)比率(％)

賃貸マンション 3,81015.0 4,24418.5 33,94520.0 34,73324.0

アパート 19,65477.3 17,67677.2 126,60074.4 100,02469.1

個人住宅 164 0.6 165 0.7 883 0.5 280 0.2

店舗マンション 1,667 6.6 702 3.1 7,683 4.5 8,262 5.7

貸店舗 80 0.3 38 0.2 667 0.4 1,204 0.8

その他 57 0.2 75 0.3 287 0.2 278 0.2

合計 25,435100.0 22,904100.0 170,067100.0 144,782100.0

(注) １　工事は、官公庁に対するものはなく全て民間に対するものであります。入札工事はなく全て特命工事でありま

す。 

２　完成工事総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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③　兼業事業等売上高

　

項目

前第１四半期会計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

当第１四半期会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

金額(百万円) 比率(％) 金額(百万円) 比率(％)

賃貸物件の仲介料収入 449 13.7 473 14.3

賃貸物件の管理料収入 76 2.3 77 2.3

退去補修工事売上 758 23.0 739 22.4

リフォーム工事売上 618 18.8 656 19.8

業務受託料収入 531 16.1 444 13.5

その他 859 26.1 916 27.7

合計 3,293 100.0 3,307 100.0

(注) １　賃貸物件の管理料収入のうち各保証システムに係る管理手数料収入は、次のとおりであります。

　　　前第１四半期会計期間　36百万円

　　　当第１四半期会計期間　36百万円

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下に記載した将来に関する見通しは、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の概況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資、個人消費の下げ止まり

が見られたものの、海外経済環境の悪化に伴う国内景気の先行きに対する不安等から、依然として厳しい

状況のなか推移致しました。

  建設業界におきましては、住宅エコポイント制度の活用により新設住宅着工戸数は持ち直しつつある

ものの、金融機関の賃貸建物に対する融資姿勢の慎重さは改善の兆しを見せておらず、新設住宅貸家着工

戸数は前年同四半期と比較して減少しております。

  このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間における当社グループの連結業績は、主力の当社単

独における賃貸建物の完成工事高が季節的変動要因により他の四半期連結会計期間に比べて少ないもの

の、計画に対して概ね順調に推移しており、売上高は482億１千１百万円（前年同期比2.3％減）となりま

した。利益面におきましては、営業利益５億６千７百万円（前年同期は営業損失13億７千３百万円）、経

常利益７億５千９百万円（前年同期は経常損失11億８千６百万円）、四半期純利益６億６千万円（前年

同期は四半期純損失７億９千９百万円）となりました。

  セグメント情報は以下のとおりであります。

  なお、セグメント情報の区分の変更を行っていないため、前年同期比較を行っております。

　
（建設事業）

建設事業におきましては、完成工事高は減少したものの、コストダウン効果により利益率には改善が見

られました。一方、ナスラック㈱も水周り製品を中心とした外販売上高が前年同期と比較して減少してお

りますが、利益率の改善に努めてまいりました。この結果、建設事業における売上高は242億９千８百万円

（前年同期比12.0％減）、営業利益は13億１千６百万円（前年同期は営業利益０百万円）となりました。

　また、当第１四半期会計期間の当社単独における受注高につきましては、景気低迷の影響を受けて217億

２千７百万円（前年同期比25.8％減）となりました。

　

（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業におきましては、サブリース経営代行システム（一括借り上げ制度）による入居者様

からの家賃収入の増加、及び管理物件数の増加により、売上高は前年同期を上回ることができました。ま

た、賃貸建物の当第１四半期連結会計期間末の入居率は93.8％となり、前年同期と比較して1.3ポイント

改善しております。景気低迷の影響を受け、サブリース経営代行システムの支払家賃が増加傾向にありま

したが、入居率の改善に伴い、これらの収支状況も改善傾向にあります。この結果、不動産賃貸事業におけ

る売上高は232億１千３百万円（前年同期比10.6％増）、営業利益は６億８千６百万円（前年同期比

258.1％増）となりました。

　

（リゾート事業）

「東建多度カントリークラブ・名古屋」及び「東建塩河カントリー倶楽部」における両ゴルフ場の総

入場者数は、前年同期を上回ったものの、景気低迷の影響を受けて売上高は伸び悩んでおりますが、利益

率の改善に努めてまいりました。この結果、リゾート事業における売上高は４億６千２百万円（前年同期

比11.4％減）、営業利益は３千万円（前年同期比48.3%増）となりました。

　

（その他）

総合広告代理店業及び旅行代理店業で構成されるその他の事業における売上高は２億３千７百万円

（前年同期比10.3％増）、営業損失は１千７百万円（前年同期は営業損失１千１百万円）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間におけるキャッシュ・フローにつきましては、「現金及び現金同等物の期

首残高」254億５千３百万円から営業活動により２億２千万円の支出、投資活動により３億２千万円の支

出、財務活動により８億１千５百万円の支出があったことから、「現金及び現金同等物の四半期末残高」

は期首より13億５千５百万円減少して、240億９千７百万円となりました。

  営業活動によるキャッシュ・フローにおける主な収入は、「税金等調整前四半期純利益」10億２千３

百万円（前年同四半期は税金等調整前四半期純損失９億７千２百万円）、「売上債権の減少額」24億４

千２百万円（前年同四半期は売上債権の増加額２億８千３百万円）であります。一方、主な支出は、「法

人税等の支払額」21億４千４百万円（前年同四半期は42億４千２百万円）、「仕入債務の減少額」16億

７千２百万円（前年同四半期は78億２千７百万円）であります。これにより、営業活動におけるキャッ

シュ・フローは２億２千万円の支出（前年同四半期は156億３千１百万円）となりました。

  投資活動によるキャッシュ・フローにおける主な収入は、「貸付金の回収による収入」２億１千７百

万円（前年同四半期は１億３千３百万円）があったものの、施主様に対する建設資金の貸付けによる

「貸付けによる支出」４億６千８百万円（前年同四半期は４億３千３百万円）等により、投資活動によ

るキャッシュ・フローは３億２千万円の支出（前年同四半期は２億５千７百万円の収入）となりまし

た。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、主に「配当金の支払額」の支出によるものであり、８億１千５

百万円（前年同四半期は８億１千４百万円）の支出となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループの事業上及び財産上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画は

ありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 53,888,000

計 53,888,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,472,00013,472,000
東京証券取引所
名古屋証券取引所
（各市場第一部）

単元株式数10株

計 13,472,00013,472,000― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年５月１日～
平成22年７月31日

― 13,472,000 ― 4,800 ― 16

　

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年４月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

平成22年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式  　　1,490

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,470,010　　　　　1,347,001 ―

単元未満株式 普通株式　　　　500 ― ―

発行済株式総数 　　　　 13,472,000 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　1,347,001 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の「株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄にも、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個を含めております。

２　「単元未満株式」の「株式数」欄には、自己保有株式４株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年７月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東建コーポレーション
株式会社

名古屋市中区丸の内
二丁目１番33号

1,490 ― 1,490 0.0

計 ― 1,490 ― 1,490 0.0

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
５月 ６月 ７月

最高(円) 2,7502,6742,579

最低(円) 2,2502,3102,307

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年５月１日から平成21年７月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年５月１日から平成21年７月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年５月１

日から平成21年７月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年５月１日から平成21年７月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、並びに、当第１四半期連結会計期間(平成22年５月１日から平成22

年７月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年５月１日から平成22年７月31日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,707 28,063

受取手形・完成工事未収入金等 ※4
 8,356 10,799

未成工事支出金 843 669

その他のたな卸資産 ※1
 1,329

※1
 1,309

その他 3,313 4,161

貸倒引当金 △112 △107

流動資産合計 40,436 44,896

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） ※2
 13,919

※2
 13,469

土地 14,500 14,500

その他（純額） ※2
 5,835

※2
 5,915

有形固定資産合計 34,256 33,885

無形固定資産 2,230 2,327

投資その他の資産

その他 10,932 10,525

貸倒引当金 △172 △223

投資その他の資産合計 10,760 10,302

固定資産合計 47,247 46,514

資産合計 87,684 91,410

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※4
 20,463 22,135

未払法人税等 220 2,225

未成工事受入金 1,547 1,179

賞与引当金 658 1,927

完成工事補償引当金 121 120

店舗閉鎖損失引当金 110 200

その他 8,126 7,679

流動負債合計 31,248 35,468

固定負債

役員退職慰労引当金 527 549

退職給付引当金 1,439 1,402

長期預り保証金 15,142 15,291

その他 3,008 1,980

固定負債合計 20,117 19,224

負債合計 51,366 54,692
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年４月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,800 4,800

資本剰余金 16 16

利益剰余金 31,575 31,925

自己株式 △2 △2

株主資本合計 36,389 36,739

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △77 △27

評価・換算差額等合計 △77 △27

少数株主持分 6 6

純資産合計 36,317 36,718

負債純資産合計 87,684 91,410
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

売上高

完成工事高 27,608 24,298

兼業事業売上高 21,729 23,913

売上高合計 ※1
 49,337

※1
 48,211

売上原価

完成工事原価 18,608 15,192

兼業事業売上原価 21,021 22,777

売上原価合計 39,629 37,969

売上総利益

完成工事総利益 9,000 9,106

兼業事業総利益 707 1,135

売上総利益合計 9,707 10,242

販売費及び一般管理費

給料及び賞与 5,582 5,261

賞与引当金繰入額 606 443

役員賞与引当金繰入額 25 －

役員退職慰労引当金繰入額 5 5

貸倒引当金繰入額 － 4

その他 4,861 3,959

販売費及び一般管理費合計 11,081 9,674

営業利益又は営業損失（△） △1,373 567

営業外収益

受取利息 49 47

保険代理店収入 94 80

その他 75 99

営業外収益合計 219 226

営業外費用

クレーム損害金 9 18

その他 23 16

営業外費用合計 32 34

経常利益又は経常損失（△） △1,186 759

特別利益

賞与引当金戻入額 154 379

その他 88 129

特別利益合計 243 508
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

特別損失

前期損益修正損 ※2
 18 －

固定資産除却損 9 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 192

その他 0 47

特別損失合計 28 244

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△972 1,023

法人税、住民税及び事業税 74 205

法人税等調整額 △246 157

法人税等合計 △172 363

少数株主損益調整前四半期純利益 － 660

四半期純利益又は四半期純損失（△） △799 660
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年５月１日
　至 平成22年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△972 1,023

減価償却費 574 568

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,292 △1,268

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － △89

退職給付引当金の増減額（△は減少） 38 37

受取利息及び受取配当金 △51 △49

固定資産除却損 9 5

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 192

売上債権の増減額（△は増加） △283 2,442

未成工事支出金の増減額（△は増加） 293 △173

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 228 △19

仕入債務の増減額（△は減少） △7,827 △1,672

未成工事受入金の増減額（△は減少） △92 368

未払金の増減額（△は減少） △939 △638

預り金の増減額（△は減少） － 624

未払消費税等の増減額（△は減少） △838 271

長期預り保証金の増減額（△は減少） △151 △148

その他 △131 402

小計 △11,434 1,876

利息及び配当金の受取額 45 47

法人税等の支払額 △4,242 △2,144

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,631 △220

投資活動によるキャッシュ・フロー

貸付けによる支出 △433 △468

貸付金の回収による収入 133 217

有形固定資産の取得による支出 △240 △40

無形固定資産の取得による支出 △198 △68

投資有価証券の償還による収入 1,000 －

差入保証金の差入による支出 △39 △16

差入保証金の回収による収入 64 56

その他 △29 0

投資活動によるキャッシュ・フロー 257 △320

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △814 △808

その他 △0 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △814 △815

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △16,188 △1,355

現金及び現金同等物の期首残高 29,059 25,453

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,871

※
 24,097
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

会計処理基準に関する事項の

変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号  平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ10百万円減少し、税金等調整前四

半期純利益は202百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による

資産除去債務の変動額は831百万円であります。

　

　

【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

（四半期連結貸借対照表）

前第１四半期連結会計期間において区分掲記していました「有価証券」（当第１四半期連結会計期間26百万円）

は、重要性が乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて表示しております。

（四半期連結損益計算書）

１ 前第１四半期連結累計期間において区分掲記していました「前期損益修正損」（当第１四半期連結累計期間37

   百万円）は、特別損失の総額の100分の20以下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示しておりま

   す。

２ 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

   語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の

   適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

   す。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

「預り金の増減額（△は減少）」は、重要性が増したため、区分掲記することとしました。

なお、前第１四半期連結累計期間は営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に191百万円含まれておりま

す。

　

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

１　たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の「その他のたな卸資産」の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を一部省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっております。

２　固定資産の減価償却費の算

定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末
(平成22年４月30日)

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりでありま
す。

商品及び製品 474百万円

仕掛品 122

材料貯蔵品 732

※１　その他のたな卸資産の内訳は、次のとおりでありま

す。

商品及び製品 475百万円

仕掛品

材料貯蔵品

122

711

　 　
※２　有形固定資産減価償却累計額      15,801百万円※２　有形固定資産減価償却累計額      15,393百万円

　 　
　３　保証債務

　　　施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

91名 196百万円

　３　保証債務

　　　施主の金融機関からの借入等に対し、次のとおり債務

保証を行っております。

 93名 202百万円

　 　
※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま
す。
なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関
の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が、当第１四半期連結会計期間末残高
に含まれております。

受取手形 75百万円

支払手形 2,262

※４　                  ―

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業の形態とし

て、第４四半期連結会計期間に完成する工事の割合

が大きいため、第４四半期連結会計期間の売上高が

他の四半期連結会計期間の売上高と比較して著しく

多くなるといった季節的変動があります。

※１                    同左

　 　
※２　前期損益修正損の主な内訳は、当社における過年度

未払賃金18百万円であります。

※２　                  ―
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 18,458百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△5,587

現金及び現金同等物 12,871

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 26,707百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△2,609

現金及び現金同等物 24,097

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年７月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年５月１日　

至　平成22年７月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

（平成22年７月31日）

普通株式(株) 13,472,000

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

（平成22年７月31日）

普通株式(株) 1,494

　
　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
　
４　配当に関する事項

　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年７月28日
定時株主総会

普通株式 1,010 75平成22年４月30日 平成22年７月29日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)
　

　
建設事業
(百万円)

不動産賃貸
事業
(百万円)

リゾート
事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に

　　　対する売上高
27,608 20,992 521 214 49,337 ― 49,337

　(2) セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高
35 282 24 624 966 (966) ―

計 27,643 21,274 546 839 50,304 (966) 49,337

営業利益又は営業損失(△) 0 191 20 △11 201 (1,574)△1,373

(注) １　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業

不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業

リゾート事業：ゴルフ場及びホテル施設の運営に関する事業

その他の事業：総合広告代理店業及び旅行代理店業

３　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。

これにより、当第１四半期連結累計期間における「建設事業」の売上高は3,989百万円、営業利益は993百万円

それぞれ増加しております。

　
【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)
　

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年５月１日　至　平成21年７月31日)
　

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメント、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

  当社は、「土地の有効活用」を目的としたアパート、賃貸マンション等の企画提案をし、建築請負契約を

締結し、設計、施工を行っております。これらの賃貸建物の多くは、連結子会社東建ビル管理㈱がサブリース

経営代行システム（一括借り上げ制度）による運営がなされております。また、当社にてこれらの賃貸建物

の他、一般の賃貸住宅の仲介も行っており、これらを中心的な事業活動として位置付けしております。「リ

ゾート事業」につきましては、ゴルフ場及びホテル施設の所有・運営を行っており、これらを通じて「建設

事業」及び「不動産賃貸事業」における販売促進を担っております。

  従って、当社グループでは、「建設事業」、「不動産賃貸事業」及び「リゾート事業」を報告セグメント

としております。

　
各報告セグメントに属する主要な内容

建設事業：土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業

  不動産賃貸事業：不動産の賃貸、仲介及び管理に関する事業

  リゾート事業：ゴルフ場及びホテル施設の運営に関する事業

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自  平成22年５月１日  至  平成22年７月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連
結損益計
算書計上
額(注)３建設事業

不動産
賃貸事業

リゾート
事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 24,29823,213 462 47,974 237 48,211 ― 48,211

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

0 300 25 325 311 637 △637 ―

計 24,29823,513 487 48,300 548 48,849△637 48,211

セグメント利益
又は損失（△）

1,316 686 30 2,032 △17 2,015△1,447 567

(注) １  「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、総合広告代理店業及び旅行代理店

業を含んでおります。

２  セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,447百万円には、セグメント間取引消去28百万円、各報告セグメ

ントに配賦していない全社費用△1,475百万円が含まれております。全社費用は主に提出会社本社の総務管理

部等管理部門に係る費用であります。

３  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末
(平成22年４月30日)

　 　

１株当たり純資産額 2,695円64銭
　

　 　

１株当たり純資産額 2,725円38銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎
　

項目
当第１四半期
連結会計期間末
(平成22年７月31日)

前連結会計年度末
(平成22年４月30日)

純資産の部の合計額(百万円) 36,317 36,718

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 6 6

(うち少数株主持分)(百万円) (6) (6)

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額
(百万円)

36,311 36,712

１株当たり純資産額の算定に用いられた
四半期末(期末)の普通株式の数(株)

13,470,506 13,470,506

　

２  １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失

第１四半期連結累計期間
　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
至　平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年５月１日
至　平成22年７月31日)

　 　

１株当たり四半期純損失 59円38銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存
在しないため記載しておりません。

 

　 　

１株当たり四半期純利益 49円01銭

 
なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について
は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(注) １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年５月１日
至  平成21年７月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年５月１日
至  平成22年７月31日)

四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△799 660

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益
又は四半期純損失(△)(百万円)

△799 660

普通株式の期中平均株式数(株) 13,470,506 13,470,506

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年９月11日

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 水　 上 　圭 　祐 　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　淺　 井 　孝 　孔　　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

建コーポレーション株式会社の平成２１年５月１日から平成２２年４月３０日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成２１年５月１日から平成２１年７月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平

成２１年５月１日から平成２１年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会

社の平成２１年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１

四半期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」が適

用されることとなるため、この会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年９月10日

東建コーポレーション株式会社

取 締 役 会 御中

　

有限責任監査法人　ト ー マ ツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　 水　 上 　圭 　祐 　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　淺　 井 　孝 　孔　　 ㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

建コーポレーション株式会社の平成２２年５月１日から平成２３年４月３０日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間（平成２２年５月１日から平成２２年７月３１日まで）及び第１四半期連結累計期間（平

成２２年５月１日から平成２２年７月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東建コーポレーション株式会社及び連結子会

社の平成２２年７月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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